




































































































































                                                  
1  2010 年 4 月 19 日に開催された内閣府 PFI 推進委員会の会議資料として、委員である東洋大学根
本祐二教授が提出した資料「社会資本老朽化に伴う更新投資財源不足問題と PFI／PPP の活用の提
案」には、「公共施設（＝ハコもの。学校・病院・公営住宅・庁舎・社会教育施設など）、道路、
橋りょう、上水道、下水道の現在のストックを 50 年間（道路舗装は 15 年間）で更新するための更
新投資額をおおまかに試算すると、総額 337兆円、8.1兆円／年となる。」と記されており、わが国
全体での公共施設・インフラの老朽化に要する将来負担が膨大な金額であることを示した。 







































                                                  
4  そのような例として、JR 木更津駅前の「アクア木更津」（かつては百貨店「そごう」が入居して
いた再開発ビル。平成 26年１月時点で A館は 10フロア中５フロアが、B館は４フロア中１フロア
が空いている状況。）がありながら、現庁舎敷地での PFI 方式による建替えを計画した千葉県木更
津市の例が挙げられる。平成 24年 12月 21日に開催された第３回木更津市庁舎整備検討委員会の議
事概要によれば、市民アンケートの自由意見で 32件寄せられた「アクア木更津に移転すべき」とい
う意見に対して、当該物件は昭和 63 年築で建設後 25 年程度経過していることを理由に、「アクア
木更津は 25年経っているならば、改修するよりは、壊して作り直す、そういう年数と考えられるの
ではないかと考えている」と事業採算性の検討に進まず却下している。 
5  そのような例として、小田急線本厚木駅前の「パークビル」（旧厚木パルコビル、平成 20 年に閉
店）を厚木市が取得し、（仮称）「あつぎ元気館」として再整備する計画が挙げられる。（厚木市
（2012）） 









































































































             （単位：㎡） 
 
注：市役所に改装した後、庁舎として実際に使用しているのは 2 階より上の階である。店舗部の 1 階は、商業スペースと




















































































第二庁舎 昭和 56年建設 2,287.44 958.67 
第三庁舎 昭和 61年取得 634.70 298.87 
第四庁舎 平成６年仮設 707.42 604.95 
第五庁舎 平成 11年仮設 967.08 520.94 
共同ビル 平成２年借り上げ 597.55  



























⑤ 取得の財源としては、区有地の売却（想定額約 120億円）、積立基金（想定額約 60億円）により財源確保が可能。 
（出所：目黒区（2003）） 
                                                  




































                                                  




図表 10 旧千代田生命本社建物の面積と改装後の入居部局一覧 
   （面積単位：㎡） 
本館 別館 本館・別館 
面積計 階 面積 入居部局 階 面積 入居部局 
― ― ― 塔屋２階 29.68 機械室 29.68 
― ― ― 塔屋１階 370.67 機械室 370.67 
塔屋３階 590.25 機械室 ９階 370.67 選挙管理委員会 960.92 
塔屋２階 590.25 機械室 ８階 370.67 監査事務局 960.92 








５階 3,892.01 議場・区議会・教育委員会 ５階 370.67 目黒区国際交流協会 4,262.69 
４階 3,875.78 区長室・経営企画部・総務部 ４階 370.67 目黒区社会福祉協議会 4,246.45 
３階 4,486.23 保健所・目黒都税事務所 ３階 370.67 目黒区社会福祉協議会 4,856.96 











地下１階 ― ― 5,557.98 
地下２階 3,214.44 倉庫・機械室 地下２階 ― ― 3,214.44 
地下３階 5,557.98 倉庫・機械室 地下３階 ― ― 5,557.98 







＝（約 198億円－約 70億円）÷約 190億円 
≒65％  
となり、民間資産利活用 PPPにより費用が大幅に縮減できたことが確認できる。 
図表 11 土地建物購入費および改修工事費の財源      単位：千円 
 歳出 
財源 
特別区債 国・都支出金 特別区交付金 用地売却 基金 合計 
土地建物購入費 17,575,696 820,000 1,071,007 882,966 12,000,000 2,801,723 17,575,696 
改修工事費 4,800,000 1,824,000    2,976,000 4,800,000 
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図表 12 庁舎建物整備に係る経費の比較  


















 建物延床面積 約 47,800㎡ 













 敷地面積 約 12,000㎡ 
 （本庁舎、第二～第五庁舎、公会
堂、中央町公共駐車場） 
 建物面積 約 36,000㎡ 
 （12,000㎡×300％） 
(1)建築費   14,940,000千円 
(415千円／㎡×36,000 ㎡) 
(2)解体費    500,000千円 
(3)仮設費    1,100,000千円 

















り、公民連携（PPP）の在り方としても評価できる事例である（図表 13）。  
「民間資産利活用型ＰＰＰ」の可能性に関する一考察 
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ー・ビー・ケー（以下 KBK）が単独で土地・建物を 398億円で落札した。 
                                                  
9 JR蒲田駅に西口に乗り入れている東急目蒲線（現在の東急多摩川線）と、JR蒲田駅東側の近距離に
ある京急蒲田駅から東に延びる京急空港線を結び、大田区の東西の回遊性を高める新線構想。 





























                                                  
10 1982（昭和 57）年に分庁舎を 10 億円で、1988（昭和 63）年に分室を２億円で、1990（平成２）











内訳は、土地 80億円、建物 90億円、消費税 3億円である。このほか、別途改修費とし







































だ金額であり、１）の入札額 210億円より 17億円有利な条件であったと考えられる。 
４）の支払額は固定資産評価額よりも３億円高くなっているが、消費税を除いた支払
































































民のメリット 空きビル発生の回避 売却先の確保による収入 問題案件の終息 
市民のメリット 将来負担の抑制 将来負担の抑制 便利な場所の区役所 
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